チャランケ通信　第40号　2013年11月25日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　スポーツ好きの私にとって明るい話題、日本サッカーチームがヨーロッパの強豪であるベルギーに３対２で勝利し、オランダとは2対2の引き分けという大成果を上げた。来年のリオデジャネイロで開催されるワールドカップを前に、大いに期待を持たせるもので、特にベルギーはワールドカップのシード権を有する強豪だし、オランダも過去優勝経験がある古豪である。何としても、ベスト8までは行ってもらいたいものだ。
　昨年の総選挙、一票の格差の最高裁判決、違憲状態の指摘まで
　 さて、昨年の今頃は、衆議院の解散・総選挙による告示直前で、あわただしい毎日だったことを思い出す。札幌の告示日は氷雨が降っており、実に寒かったことが記憶に強く残っている。民主党に対する支持率があまりに低く、どうにも勝てそうにないことを肌身で痛感させられていたころではある。内閣官房参与として、マイナンバー制度のシンポジウムが最終盤に立ち至っていたことから、最後の千葉でのシンポジウムまできちんと参加したことも思い出として印象に残っている。恐らく、自分の内閣官房参与としての仕事としては作年の年末で以って終焉を迎えることが確実であったわけで、なんだか寒々しい思いで年末の選挙戦を見守っていたというのが現実であった。
　あれから１年、11月20日には昨年末の解散・総選挙での1票の価値が憲法違反ではないか、という訴えに対する最高裁の判断が下された。「違憲状態」ではあるが、「違憲であり無効」ではないものとされ、総理を始めとする政治家はほっと胸をなでおろしたに違いない。1票の格差については、とりあえず0増5減によって、辛うじて2倍以上の格差が生じないように微修正はしたものの、その後の人口調査によればすでに2倍以上の格差が生じており、当然にもその是正が求められている。
　各県に1人の基数を廃止しなければ、格差是正は無理だ
とはいえ、今後3年間は総選挙はないと見られており、3年間という時間軸で余裕を持ちながら選挙制度改革に取り組めばよい、という極めて暢気な姿勢が見え隠れしており、最高裁判決もその程度の受け止め方しかされていない現実がある。一番肝心な各都道府県に1人の基数を配置し、残された小選挙区の人数である253人(300-47)をいくら人口比で割ったとしても、都道府県をまたいで小選挙区を設定しないだけに、2倍以内に格差を抑え込むことは不可能になる。抜本的な改革をどのように進めていくべきなのか、政治家や政党に任せておけば「100年河清を待つに等しい」わけで、といっても第三者が委員会を設置して答申を出しても、政治家が法案化を無視してしまえばどうにもならない。なんとも、政治家に自分たちが不利になるような改革を求めること自体の難しさに直面しているのだ。これが、今日の日本の民主主義の抱えている現実なのだ。
1票の格差是正ができても、選挙区割りの公正性が必要
　では、アメリカのように、下院の選挙が完全な小選挙区で実施されているから、さぞかし理想的な政治が実現できているのか、といえば、ここであの有名な「ゲリーマンダー」が登場し、下院では共和党が有利な選挙区割りを実現し、過半数に近い議席はほぼ確保できるようにしていると言われ、問題は民主党との選挙戦での勝利ではなく、共和党内の予備選挙で勝ちあがれるかどうかにかかっており、共和党内のティーパーティグループが強硬に突き上げており、民主党との間で妥協的な対応を示す議員には対抗馬を立てて、引きずりおろすようになっているという。それがために、上院と下院のねじれの下で妥協ができないまま財政の壁に直面し、時にはアメリカ連邦予算の執行ができなくなる寸前にまでに至っていることは周知の事実であろう。確かに、1票の格差が無くなることには成功したとしても、選挙区割りで自分たちに有利な選曲を作り上げることができれば、それによる弊害もまた出てくるわけで、憲法に区割りを第三者に義務付ける条項を入れ、それには無条件で従わなければならない、ということを明確にする必要がありそうだ。その点は、日本でも同じことが言えるように思う。でも、憲法の改正のハードルはまことに高いモノがあり、なかなかどうして難しい問題ではある。やはり世論の力以外にはなさそうだ。
　特定秘密保護法案は「ツワネ原則」に違反しており、廃案を
　憲法といえば、国民の知る権利という大問題にも直結するのが特定秘密保護法案である。どうやら自民・公明の与党だけでなく、みんなの党や維新も巻き込んでの修正協議が進みつつあり、衆議院をいつ通過させられるのか、最後の調整が続けられている。この法案に対する反対の声は日に日に高まっており、特に新聞を始めとするジャーナリストの皆さんは、かつての西山事件があっただけに法案への態度は厳しいものがある。
　この法案に対して、「情報への権利に関する国際原則」（通称「ツワネ原則」）があり、５０項目に及ぶ原則が掲げられている。「ツワネ原則」とは、今年6月、南アフリカの都市ツワネに70か国500人余の国際法専門家や法曹関係者が集い、国家が安全保障を理由に国民の知る権利を脅かすことが無いようにすることを目的にしている。50の原則の内、特に重要な15項目を上げると、
1 国民には政府の情報を知る権利がある
2 知る権利を制限する正当性を説明するのは政府の責務である。
3 防衛計画や兵器開発、諜報機関など限定した情報は非公開とすることができる
4 しかし、人権や人道に反する情報は非公開としない
5 国民は監視システムについて知る権利がある
6 いかなる政府機関も情報公開の必要性から免除されない
7 公益のための内部告発者は、報復を受けない
8 情報漏洩への罰則は、公益を損ない重大な危険性が生じた場合に限られる
9 秘密情報を入手、公開した市民を罰してはならない
10 市民は情報源の公開を強制されない
11 裁判は公開しなければならない
12 人権侵害を救済するための情報は公開しなければならない
13 安全保障分野の情報に対する独立した監視機関を設置しなければならない
14 情報を無期限に秘密にしてはならない
15 秘密指定を解除する手続きを定めなければならない
とされている。(神奈川新聞11月22日の海渡雄一弁護士の記事より引用)いま日本で問題となっている特定秘密保護法案は、この「ツワネ原則」から逸脱していることは間違いない。政府がこの原則をどの程度知っていたのか不明ではあるが、よくできた原則であることは間違いない。もう一度、この原則に立ち返って法案全体を見直してみる必要があろう。
公的年金の運用の改革、リスク資産偏重の提言は問題だ
　さて、最近気になる動きがあり見逃せない。11月20日、公的年金の120兆円を超す資産運用を改革しようとする政府の有識者会議の提言が出された。その内容は、国債主体の資金配分を見直し、成長株に重点を置く株式投資に加え、不動産や公共インフラにも投資する方針を示している。要するに、改革の狙いは、資産の6割を国内債券で運用する年金積立金管理運用独立行政法人(GPIF)の株式投資拡大にある。GPIFは厚生労働省の管轄のもとにあり、ともすれば安定的な運用に偏りがちな運営を変えていくために、理事長とは別に業務執行の責任者を置き、組織運営と資金運用の責任を分けることも求めている。
ここは、大変重要なポイントだと思う。というのも、国民の大切な資産である公的年金の基金を、株式運用と言ったリスクが大きい金融商品の投資に回すことは、まことに危険が伴うわけで、株式投資が大好きなアメリカですら公的年金基金は非市場性国債で運用しているのだ。もちろん、長期国債である10年物国債の金利が今のように安い時はどうするのか、という問いが返って来そうであるが、20~50年といった超長期債で運用していけばよいではないか。年金の財政運用は、世代単位で超長期に継続していくものなのだから。それと、市場運用に大きく依存させようとするGPIFの機構改革には大いに問題があることも指摘しておかねばなるまい。
　実は、今から7~8年前、自民党の金融担当大臣経験者から、当時中国などが進めていたソブリン・ウエルス・ファンドを日本でも設立してはどうか、特に年金基金を国際的な投資ファンドを作って運用しようではないか、そのために推進議連を作り、峰崎さんを議連の会長にしてやりせんか、というお誘いを受けたことがある。その時にも、アメリカですら公的年金の基金の運用は国債(非市場性)を基本にしており、リスクが大きすぎて危険ですよ、とお断りをしたことがある。その後、リーマンショックが起きたわけで、自分の判断は正しかったと今でも信じている。今回のこの提言は、到底認めるわけにはいかないと思うのだが、余りマスコミの話題になっていない。是非とも、注意を喚起していきたい。
　猪瀬都知事への5,000万円問題、どうなっているのか説明を
　それにしても、猪瀬東京都知事の5,000万円の問題は釈然としない。記者会見を聞いても、国民は納得していないだろう。このお金は何だったのか、徳洲会側からの情報だと、猪瀬知事側から1億円要求してきたと言われているようだ。とくに、徳洲会への強制捜査が入った直後に返還していることが気になる。妻の貸金庫に管理していたというが、なぜ妻の貸金庫なのだろうか。などなど、いろいろと疑問が募る。全貌を解明していく必要がありそうだ。実に嫌な話ではある。
　中国の尖閣上空への防空識別圏設定は、戦争への懸念を痛感
　さらに気になる情報として、中国が尖閣上空に防空識別圏を設定し、それを侵犯すれば、戦闘機によるスクランブルとなり空の緊張が一気に高まる。特に、日本が設定する防空識別圏と重なり合うため、今後の日中間の緊張が一気に高まることは必至だ。アメリカは、中国に対して「強い懸念」を中国に伝えたようだが、今後の展開に最大限の注意が必要になっている。早期の日中間の対話開始が必要になっているようだ。
1

